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委託要項 

 

業務名 中学校屋内運動場空調設備整備工事設計業務委託 

 

第１ 目的 

   本業務は、市内中学校の屋内運動場に空調設備を整備することにより、避難所となる屋

内運動場の快適性を高め、また通常利用時における熱中症対策を目的とした設計業務であ

る。屋内運動場に空調設備を整備することにより、利便性の高い安全安心な教育環境を整

備するもの。 

 

第２ 対象施設概要 

１ 龍野東中学校：たつの市龍野町日飼１００番地 

         ㉓屋内運動場（アリーナ：９８６㎡） 

         鉄筋コンクリート造２階建て 

２ 龍野西中学校：たつの市揖西町小神３０番地 

         ⑧屋内運動場（アリーナ：１，０２２㎡） 

         鉄筋コンクリート造２階建て 

３ 新宮中学校：たつの市新宮町宮内４２６番地 

         ㉒屋内運動場（アリーナ：１，１７６㎡） 

         鉄筋コンクリート造２階建て 

４ 揖保川中学校：たつの市揖保川町正條４７１番地 

         ⑤屋内運動場（アリーナ：８７２㎡） 

         鉄筋コンクリート造２階建て 

５ 御津中学校：たつの市御津町朝臣４１４番地 

         ㉕屋内運動場（アリーナ：１，２１３㎡） 

         鉄筋コンクリート造２階建て 

 

第３ 工事概要 

１ 市内中学校の屋内運動場に空調設備を整備する。 

  ・龍野東中学校屋内運動場空調設備整備工事 

  ・龍野西中学校屋内運動場空調設備整備工事 

  ・新宮中学校屋内運動場空調設備整備工事 

  ・揖保川中学校屋内運動場空調設備整備工事 

  ・御津中学校屋内運動場空調設備整備工事 

２ 上記工事に伴う建築改修工事及び電気・機械設備（受電設備、電源、幹線、動力盤等） 

工事 一式 

 

第４ 業務内容 
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工事概要に示す工事を実施するために必要な設計業務一式を行うもので、設計に先立ち、

各施設の現況調査（機械・電気・建築）を行う。 

現況調査に基づき、基本計画案として空調機器の機能・構造・規模及び取付位置等を計

画し、当該計画に基づく工事概算金額や工事現場における施工方法等を考慮した基本計画

概要書を作成する。 

既存の受電設備や既設の空調機器（管理システム、デマンド監視等）含め、増設に際し

ての考慮すべき事項を確認し、最も有効な実施方法等を検討すること。 

これらの内容について、基本計画概要書にとりまとめ施設管理者等に説明と協議を実施

し、了承のうえ実施設計（詳細設計）に進むこと。 

実施設計の段階では、当該基本計画概要書に基づき実施設計を進めるものとし、設備機

器等の仕様関係は可能な限り統一化を行い、安全性、利便性及び経済性に配慮すること。 

整備にあたって、既存の構造躯体に影響を及ぼすことの無いよう配慮し、また学校運営

に支障のない仮設計画を立案すること。 

 

１ 事前調査業務 

（１）アスベスト含有調査業務                     ５校分 

      書面調査・現場調査を行うこと。現場調査では、解体に伴う部材について検体を

採取し分析調査を行うこと。また、報告書は各学校で作成すること。定性分析は各

学校３検体採取すること。 

   （２）基本計画概要書作成                       ５校分 

      下記内容について資料を作成すること。 

      ・現況調査報告書（機械・電気・建築） 

      ・空調熱源方式比較検討書 

      ・施工費等（イニシャルコスト及びランニングコスト）の比較検討書 

 

２ 実施設計業務（積算共） 

    中学校屋内運動場空調設備整備工事の実施設計（機械・電気・建築）   ５校分 

    

第５ 設計上の留意事項 

  １ 現地調査等 

    設計に先立ち、工事に必要な現地調査等を行うこと。特に既存の電気・機械設備の配

管・配線等においては十分な調査を実施すること。 

  ２ 使用材料 

    使用する材料・機器等は学校施設にふさわしく、耐用年数の長いものを検討・計画す

ること。ただし、材質又は機器の性能上耐用年数が一定年数のものは、将来の維持管理

を配慮し選定すること。屋内に用いる建築材料等（建材・家具・設備材料・接着剤・塗

料等）の選定については、ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物の発散する恐れがな

いものを選定すること。 
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  ３ 関連法規等 

    法規等（法律・条令・要綱等）を全て把握し、これらに違反することがないように計

画すること。計画段階において、関連する法規等を所管する関係部局と協議しながら計

画すること。 

  ４ 標準仕様書 

    共通仕様書は、一般社団法人編「公共建築工事標準仕様書」及び財団法人建築保全セ

ンター編「公共建築改修工事標準仕様書」（建築工事編・電気設備工事編・機械設備工

事編）＜最新版＞を採用し、当標準仕様書に精通した主任技術者が設計に従事し、照査

技術者により確認を行うこと。 

  ５ 工事名称 

    各々の中学校に分けて作成すること。 

    ・龍野東中学校屋内運動場空調設備整備工事 

    ・龍野西中学校屋内運動場空調設備整備工事 

    ・新宮中学校屋内運動場空調設備整備工事 

    ・揖保川中学校屋内運動場空調設備整備工事 

    ・御津中学校屋内運動場空調設備整備工事 

 

第６ 積算上の留意事項 

１ 積算基準 

  国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事積算基準」（最新版）による。 

２ 数量計算書及び集計表 

(１) エクセルによる表計算を使用すること。 

(２) 数量積算、単位及び端数処理等は前項により正確に拾い出すこと。また、必要に

応じ「数量積算図面」を添付すること。 

(３) 数量計算書は、各工事項目に見出しを付け、目次付とすること。 

(４) 集計表は、数量積算表の項を記載すること。 

３ 見積書及び比較表 

  原則３社以上からの見積書を徴収し、比較表の順に各見積書を整理すること。 

なお、見積等の宛先は事業主体名（たつの市長）に統一すること。 

  ４ 設計書の構成 

(１) 工事内訳書は、エクセル２段書き（下段に単価記入）とし、摘要欄に数量積算ぺ 

ージ及び単価根拠を明示すること。（例：数量積算Ｐ２３ 建設物価Ｐ５５） 

(２) 設計図並びに工事内訳書には設計事務所名は削除すること。 

(３) その他補助対象内外に設計書を区分するなど、詳細は監督員の指示による。 

  ５ 単価の統一 

    単価統一の必要性から、関連業務等がある場合は、他業務委託受託者と双方協議・協

力のうえ誠意を持って対応すること。 
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第７ 要求図書 

  １ 事前調査業務 

  （１）アスベスト調査報告書（５校分）                   １式 

（２）基本計画概要書（５校分）                      １式 

 

  ２ 実施設計業務 

  （１）改修計画書（５校分）                       １部 

ア 仕上表・配置図・平面図・仮設計画図  

イ 工事工程表・工事費概算書 

    ウ 各種技術資料（電気設備・機械設備） 

※各種設備機器（分電盤・空調・換気）調査報告書共 

  （２）図面（建築・構造・電気・機械）原図（縮小版Ａ３版）        １部 

  （３）図面 製本（縮小版Ａ３版）                     ２部 

  （４）内訳書（金額入）＋図面（Ａ３をＡ４折左綴）            １部 

  （５）代価表・数量計算書・複合単価表等・見積書・見積比較書等一式    １部 

    ※採用単価・歩掛根拠（刊行物表紙・採用ページを複写の上該当単価に着色） 

    ※Ａ４ファイルにまとめ見出しを付けて整理すること。 

   （６）データファイル一式（ＣＤ若しくはＤＶＤ）             １枚 

    ※図面（ＤＸＦ・ＪＷＷ・ＰＤＦ形式）※ＰＤＦは個別及び結合データ共 

    ※代価表、数量計算書、見積比較表、内訳書（金額入） 

 

第８ 業務に当たっての留意事項 

１ 現地調査については、施設管理者と調整の上実施すること。 

２ 貸与する図書については業務完了時返却のこと。 

 ３ 本業務期間中の毎月末及び監督員の指定した時期に、管理技術者が主体となり、施設

管理者及び監督員が出席の上、遂行進捗状況その他指示内容について報告する定例会議

を実施すること。また、定例会議、各所管行政機関等との協議を行った場合は、当該会

議等に係る議事録を作成し、１週間以内に提出すること。 

４ たつの市建築工事価格積算要領に基づき内訳書を作成すること。 

５ 業務について疑義が生じたときは、監督員と協議すること。 

６ 委託業務完了後、質疑回答書作成等の補足処置を講じるなど意思伝達業務を遵守する

こと。 

 ７ 業務上知り得た事項について、他に漏らしてはならない。 

 

第９ 提出期限 

   要求図書について、事前に監督員の確認を受け内容修正及び補正を行い、次の提出期限

までに提出すること。 

  １ 事前調査業務 
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(１) アスベスト調査報告書           令和６年 ８月３０日まで 

   (２) 基本計画概要書              令和６年 ８月３０日まで 

     

  ２ 実施設計業務                   

(１) 第７の要求図書２の(１)の改修計画書    令和６年 ９月２０日まで 

   (２) 第７の要求図書２の(２)の図面       令和６年１１月２９日まで 

   (３) 第７の要求図書２の(４)の内訳書      令和６年１２月２０日まで  

(４) 第７の要求図書２の(５)積算資料一式    令和６年１２月２０日まで 

      ※刊行物は令和６年１０月号、秋号を使用 

   (５) 上記修正版及びその他の提出書類全て    令和７年 ２月２８日まで 

      ※上記(３)、（４）提出分を刊行物（令和７年１月号、冬号）で単価入替を行う

こと。 

※積算資料の作成（データ編集）については、単価の入替と確認が容易にできる

積算データの構成とすること。 

※成果品は受託者の責において、必要にして十分な照査完成したものであること。 

       また、労務単価は、国土交通省のホームページに掲載される公共工事設計労務

単価＜最新版＞を採用すること。なお、見積書及び刊行物写は(４)の提出分を差

替えること。 

 

第１０ その他 

１ 工事の取りまとめ本数は委託業務期間中に関係課協議のうえ別途指示する。 

２ 成果品等の取りまとめ方法は、上記指示に合わせて対応のこと。 

３ 図面については、成果品納入後に本市の精査における指摘事項等の修正が完了し 

たものを製本し、後日提出するものとする。 
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